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①秋学期卒業，春学期入学の場合の進学待機について 

9 月に大学を卒業し，大学院進学が翌４月となる場合，入学までに在留期限が到来する場

合は出国してＣＯＥ申請をしなければならない 

- 内定待機の特定活動のように，この期間を特定活動活用ができるとよい 

内定待機特定活動のように定期的な状況把握と進学辞退の際の入管報告を，進学予 

定先の教育機関に義務付けて在留管理責任を持たせる方法 

 

※在学中に大学院に合格したものの，４月入学のために出国してＣＯＥを取得し直さなけ

ればならないのか，という問い合わせは多くある。また、日本語学校を経由せずに大学か

ら留学で来日する学生に多く，９月入学（９月卒業）の留学生は優秀な学生が多い印象で

すが，進学待機期間に出国を余儀なくされるために進学を断念する学生もいる。 

 

②日本の国家資格者に幅広に在留資格を付与 

外国人留学生が国家資格を取得した際，関連する業務に従事する場合の特定活動などの在

留資格を認められることで人材需要の高い分野への解決につながる 

- 国家資格を取得しているということは，一定のスキルは担保されていることから， 

積極的に在留資格を付与できるようにすべき 

 

※例えば：日本で保育士の資格を取得しても保育士の業務に該当する在留資格は取得 

できない 

 

③高度専門職の在留資格について 

高度専門職を増加させるには、高度専門職の在留資格手続きの煩雑な点を解消すべき 

- 現在，高度専門職においては，転職が生じた場合に，都度変更申請が必要 

（パスポートに貼付された指定書との関係）高度専門職保持者からは手続きが煩雑にな 

り、当人には非常に不便 

 

④教育機関の在留管理責任について 

教育機関の在留管理責任の所在が不透明（曖昧） 

- 文科省の 4高学留第 1号令和 4年 4月 6日通知「各留学生について，学業成績，資格

外活動の状況等を的確に把握するようお願いします。」という記載があるが「資格外活動

の状況等」，また「把握」とはどこまでを求めているのかが、不透明。このため、各大学

において取り組む質に差が生じている。何をどこまで、は、全体として一定基準が設置さ

れているべき。 

 

⑤特定活動告示 46 号について 
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在留資格取得についてＮ1合格を求めているが、出身国が漢字圏外の場合ハードルが高

い。また、その為に多国籍の人材層が活用できておらず、需要の高い業界での雇用につな

がっていない。要件緩和が必要。実際のところ N1が本当に必要なのか、コミュニケーシ

ョン能力が高いことを示すことが必要なのか、この点の議論の余地がある。 

 

  ※ご参考 特定活動告示 46 号 2019 年 5 月～ 

   https://www.moj.go.jp/isa/content/930005094.pdf 

   

 
https://university.globalpower.co.jp/1478/ 

 

 

⑥永住審査の厳格化について 

ここ最近，永住審査の厳格化が見られますが，日本の永住を取得できないとなると，留学

生の獲得にも影響があると危惧しています。定着を見据えた留学生の取り込みを図るので

あれば、日本に留学へ来た場合には永住要件を緩和するなどの措置を設け，日本での生

活，社会的統合を図るべき 

※同時に、モニタリングの機能も設けるとよいだろう 

永住者が増加する場合にあっては，国会でも議論があるように，「永住をはく奪する

措置」を設けることも必要と考えます。例えば，日本での年間の居住日数を定める等

で，日本に生活基盤を有さない外国人の永住ははく奪すべき。 

 

https://www.moj.go.jp/isa/content/930005094.pdf
https://university.globalpower.co.jp/1478/


 

⑦就職活動のための特定活動について 

就活特活の申請時期を早めるべき 

-多くの留学生にとって、特に博士課程前期の学生層は、就職活動を在学中に行うこと 

が、今の日本の現状だと非常に困難。規定上、「就活特活」は卒業後にしか申請でき 

ず，アルバイトができなくなるという「空白期間」が必ず生じる。外国人留学生にとっ 

て、生活の糧ともなる就労ができない状況は多くの学生が路頭に迷う。 

 

⑧留学審査の遅延について 

留学の審査が遅い事によって，入学式に間に合わないケースが多数発生中 

-12 月から 2月後半までが特にピークとなる 

入管において留学審査部門の人員を増員する、手続きのＤＸ化を図る等、入学式に参 

加できない留学生が発生しないようにしたい 

 



池田佳子提供資料（教育未来創造会議 2022.11.16） 
 

外国人留学生と起業について 

 
 
近畿経済産業局（2019）は、外国人起業家を、留学 生起業家（日本に留学経験のある起業
家）、スピン アウト型起業家（日本で経営・就労経験のある 起業家）、進出型外国起業家（起
業目的で来日し た起業家）の三つに分類している。 

 
https://www.kansai.meti.go.jp/1-9chushoresearch/frontline/frontline_no12.pdf 
 

https://www.kansai.meti.go.jp/1-9chushoresearch/frontline/frontline_no12.pdf
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ゼンマーケット株式会社 https://zen.group/ 

 

GOCHISO 株式会社  

   

外国人起業を支援するメリット 

―英語でのインターンシップ受入れ先とし

ても協力あり 

―関西大学において非常勤講師も担当 



日本再興戦略改訂２０１６ 

外国人留学生の日本国内での就職率
を現状の３割から５割に向上させるこ
とを目指す。 

日本の大学を卒業した留学生の就職支援 ～特定活動告示の改正～ 
法 務 省 

Ministry of Justice 

外国人留学生の就職支援に係る政府方針 

骨太の方針２０１８ 

在留資格に定める活動内容の明確化や，
手続負担の軽減などにより在留資格変更
の円滑化を行い，留学生の卒業後の活躍
の場を広げる。 

外国人材受入れ・共生のための総合的対応策 

平成３０年度中に大学を卒業する留学生が
就職できる業種の幅を広げるため，平成３１
年３月を目途として在留資格に係る告示改
正を行う。 

  本邦の大学・大学院を卒業・修了した留学生については，専門的・技術的知識に加えて，高い日本語能力を有していることから，幅
広い分野での活躍が期待されるものの，従事しようとする業務内容が現行の在留資格に当てはまらないとして，例えばサービス業務や
製造業務等に専従することは認められていない。   

  常勤の従業員として雇用され，本邦の大学又は大学院において修得した知識や能力等を活用することが見込まれること 
  本邦の大学（短期大学を除く。）を卒業し，又は大学院の課程を修了して学位を授与されたこと 
  日本人と同等額以上の報酬を受けること 
  高い日本語能力を有すること（試験又はその他の方法により，日本語能力試験Ｎ１レベル等が確認できること） 

 

【従事できない業務】 
  風俗営業活動 
  法律上資格を有する者が行うこととされている業務（業務独占資格を要する業務） 
※ また，大学・大学院において修得した知識や能力を必要としない業務にのみ従事することはできない。 

  本邦の大学（四年制大学）又は大学院の課程を適正に卒業・修了した留学生は，我が国の文化に触れながら学んだ我が国の良き理
解者であり，在学中に修得した知識や，日本語を含む語学力を活用する業務が含まれている場合，その就職を認めることとする。 

 特定活動告示の改正の趣旨 

  

現状の在留資格制度下における取扱い 
 

  要 件  ※特定活動告示で規定 
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大学院

17%

学部・短

大・高専

30%

専修学校

専門課程

25%

準備教育機関

1%

日本語教育機関

27%

（N=312,214）

出典：日本学生支援機構
「2019（令和元）年度外国人留学生在籍状況調査結果」
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留学生総数に占める学校種別割合



区分

日本での就職を
希望する者の割合

（A)
※１

→

実際に日本で
就職した者の割合

（B)
※２

差
（A-B）

専門学校
留学生

69.9% → 39.2% 30.7%

大学学部
留学生

61.4% → 42.0% 19.4%

3

日本での就職を希望する専門学校の留学生のうち、約３割が日本で就職できていない。

専門学校を卒業した留学生のうち、日本で就職し定着している割合

出典：
※１ 日本学生支援機構「令和元年度私費留学生生活実態調査」
※２ 日本学生支援機構「令和元年度留学生進路状況・学位授与状況調査」
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在留資格の切替の例（学校側から見た理解）

在留資格 専門学校
滞在資格の切替が
認められるか

技・人・国
（原則）

〇 ①

技・人・国
（柔軟運用）

× ②

告示４６号 × ③

①学校で「食品開発」を学んだ留学生が、「食品開発」に係る業務に従事
②学校で「食品開発」を学んだ留学生が、「食品開発」と関連性の少ない高度な技術等を
要する業務に従事

③学校で「食品開発」を学んだ留学生が、「食品開発」だけでなく、店舗での販売業務
（単純業務）にも従事

「専修学校は、職業等に必要な能力を育成すること等が目的とされていることから、相当程度の関連性が必要」
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在留資格の見直し要望

■技術・人文知識・国際業務の柔軟運用

・専門学校での学びは、特定の業種・職種に係る高度な知識・技能の修得を基軸

・関連する業務内容や社会人基礎力の涵養も含めて教育課程を編成

・より広範な実践力を身に付けることを目的

・専門学校を卒業した留学生の在留資格を「技術・人文知識・国際業務」の柔軟運用枠へ

■特定活動告示46号

・現状では、在留を「大卒」または「大学院修了」で「Ｎ１取得者」に限定

・同じ高等教育機関である「専門学校」を卒業し、かつ「Ｎ１」を取得した留学生も告示46号へ
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経団連のご要望

Innovating Migration Policies

―2030年に向けた外国人政策のあり方―（抜粋）
（2022年2月15日 一般社団法人日本経済団体連合会）

４．留学
さらに、日本の専修学校の専門課程において、実務教育や日本語教育を受けて、高等教育の資格である専門
士・高度専門士を取得する留学生が日本国内で就職し日本社会で活躍する事例が増えている。現行では、留
学生が専修学校の専門課程（2年制、3年制、4年制）を修了し、専門士・高度専門士を授与されると、在留
資格「技術・人文知識・国際業務」を取得して就職することが可能となっているが、専攻科目と従事予定の業務
内容との関連性について厳格に審査されるとともに、実際の職務内容も厳しく制限されている#31。これにより就
職や就職先での職務の遂行が阻害されており、出入国在留管理庁は短期大学士の事例も踏まえ、制限の緩
和を検討すべきである。

#31 例えばホテル業に関する専修学校専門課程を卒業した場合、ホテルの宿泊部門（フロント、ベル、ドアパー
ソン、客室管理等）のうち、訪日外国人客への接客が伴うフロント業務には従事可能だが、客室管理の業務は
認められない。また訪日外国人客向けであっても、料飲部門（レストラン、ラウンジ、バー等）や宴会部門（バン
ケット）への配属も認めていない（レストランサービス技能検定の国家資格取得者の業務等も含む）。日本旅
館の仲居のようにすべてを担当するマルチタスクの場合も許可されない。
また、コンビニエンスストア業においては、店舗運営管理や通訳・翻訳を主たる業務として許可された場合、店舗で
勤務している場合に当然必要になるレジ接客、品出し等の業務（加盟店主や店長であっても必要に応じて実
施するもの）が認められない。
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新経連のご要望

コロナ問題の在留外国人への影響と必要な対応
（2020年5月25日 一般社団法人新経済連盟）
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日商・東商のご要望

多様な人材の活躍に関する重点要望
（2022年10月21日 日本商工会議所・東京商工会議所）



令和５年度国の施策及び予算に関する提案・要望（抜粋）（令和４年６月 茨城県）

地方における外国人材の活躍促進について
４在留資格「技術・人文知識・国際業務」においては、大学の専攻科目と従事しようとする業務との関連性を不要にするとともに、人材育成等の観点から企業等が必要
と認める現場業務等に従事することを可能とすること。

５在留資格「特定活動（46号）」の資格要件である日本語能力について、日本語能力試験の認定レベルをＮ１からＮ２に変更するなど、制度活用が図られるよう柔
軟に見直すこと。

日本の成長を支える国際政策の取組について
７労働力の減少が続く中、外国から優秀な人材を地域に呼び込み定着させるため、留学生の受け入れ拡大や就業支援制度の充実を図ること。

国への政策提案２０２２【知事提案事項】（佐賀県知事 山口祥義）

５ 外国人留学生の地域定着の推進
提案事項
外国人留学生の勤労による地域定着を促進するため、地方のための在留資格を新たに設けること。
現状と課題
○ 県内の専門学校や短大を卒業した留学生は、県内就職を希望する者が多い。
○ しなしながら、 県内企業は都市部の大企業とは異なり、業務が細分化されていない企業が多いため、在留資格「技術・人文知識・国際業務」では、県内企業との
マッチングが難しい。

○ また、令和元年から導入された「特定活動４６号」は幅広い業務に従事できるため、県内企業が留学生を採用しやすくなるが、要件が大学（院）卒、日本語能力
Ｎ１とハードルが高く、地域定着が進まない。

○ 地域経済を支える人材の確保に向け、在留資格については、全国一律ではなく、地方の実態を考慮した制度設計が必要。

外国人留学生の高等教育機関卒業後のわが国での就職機会の拡大について（抜粋）（令和4年6月2日、全国専修学校各種学校総連合会）

【現状】
○ 現状、外国人材の活用については、高等教育機関を卒業した留学生が「技術・人文知識・国際業務」の在留資格により、わが国で就職が可能となっている。
○ しかしながら、卒業後にわが国で就職できる留学生の割合は、おおむね3割から4割程度に過ぎない。日本語学習期間と専門学校2年ないし大学4年を加算して、４
～6年の長期にわたり日本の社会や文化に触れ、かつ専門的知識や技能を身につけた外国人材が、日本の産業界で能力を発揮しにくい現状を変えることが重要であ
る。

○ 現行の在留資格「技術・人文知識・国際業務」は、大企業を中心に高度で専門性の高い限定的な職種での就職が想定されており、とくに中小企業等において求め
られるような、実務的作業からマネジメントに至る幅の広いレベルの仕事に就くことは、ほぼ不可能となっている。

【必要な取組】
○ 高等教育機関の外国人留学生が、一定の要件を満たせば学んだ専攻にかかわりなく、卒業後にわが国で就職が可能となる在留資格を創設すること。
○ 一定の要件については、「日本語能力試験（JLPT）」N２以上の取得としてはどうか。
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在留資格等に関する自治体（２県）及び団体からの要望



2022年 11月 16日

東北大学総長

大野 英男

教育未来創造会議ＷＧ（第6回）
提出資料

大野構成員提出資料



総論 2

国境を越えた人材獲得が世界標準となったいま、日本

の発展と世界への貢献のためには、インバウンド・アウト
バウンドの人的交流を通して、1）国際的ネットワークを
構築し、グローバルな高度人材の育成と獲得を行う、 2）
日本の理解者を増やし自国の魅力や考え方をグローバルに
発信する、ことを国として戦略的に取り組む必要がある。
以下、今回提示された論点に沿って申し述べたい。



論点② 卒業後の留学生等の活躍に向けた環境整備について① 3

 「外国人留学生等の高度専門人材としての定着率向上」に関し、高度な
人材をより多く呼びこみその定着を進めるには、来日後のキャリアの予
見可能性が高まるように戦略的に制度や環境を整備し、かつそれを発信
することが重要である。

 例えば、在留資格制度について（第４回参照）ビザの切替えに係る変更
手続きの利便性向上と審査の迅速化、柔軟化は不可欠である。

 世界では高度人材が「博士」にシフトしていることを考えると、一定の
条件を満たした博士学位を持つ留学生については高度専門職ビザへの切
替えを容易とするなど、卒業後の進路や日本に残るメリットを見通せる
ようにする手法はあるのではないか。優秀な博士人材の定着は、ビジネ
スの更なる拡大やイノベーションの創発、スタートアップの増加など国
際競争力の強化に資するものである。



論点② 卒業後の留学生等の活躍に向けた環境整備について② 4

 企業等においては、高度外国人材として採用した留学生の「専門性」や
「優位性」を業務で活かし続けられるよう、企業側の意識改革やタレン
トマネジメントが重要であろう。一方で、高度外国人材を積極的に採用
する企業を何らかの形で評価する仕組みの導入も、取組を促進する当面
の施策として検討に値する。外国人留学生の採用に当たっては、雇用慣
行や就職後のロールモデルに関する情報不足や日本語力などの課題があ
るため、情報発信や相談体制の充実などJETROや関係省庁などが企業と
連携して取組み強化することも考えられる。

 なお、日本に留まらない留学生も、卒業後は海外と日本を繋ぐ人材とし
て貴重である。定着率の重要性に加え、日本の良き理解者を増やし、継
続した関係を保つ視点も重要である。在外同窓生ネットワークの充実も
方策の一つとして考えられる。



論点② 卒業後の留学生等の活躍に向けた環境整備について③ 5

 「海外派遣後の日本人学生の就職円滑化に向けた環境整備」については、
海外留学という貴重な経験を果たした学生が、希望する企業の試験を受
けられるようにすることは学生、企業、さらには日本社会全体にとって
大きなメリットである。こうした学生が帰国後に就職活動に参加しやす
くなるよう、柔軟な仕組みが広く導入されるよう促すことが重要である。

 就職試験や公務員・教員採用試験等において、海外留学経験を特に評価
するなど社会での評価を高める制度や仕組みがより広く導入されるよう
に産学官が取り組むことによって、日本人学生の留学の更なる拡大がも
たらされると考える。



論点③ 教育の国際化の促進について① 6

 大学とその教育の国際化は、グローバルな人材の育成にとっても、高度外
国人材の獲得と育成にとっても不可欠である。

 東北大学では、世界に伍している研究分野で6ヶ月の研究留学を必須とす
る「国際共同大学院」を設定し、博士学生を支援するとともに、海外有力
大学と連携して共同教育・共同指導を行っている。現在10分野のプログ
ラムに約250人が参加し、高い研究成果を挙げている。先方の大学の教員
による講義やセミナーなど、国際化に大きく貢献しており、有効な手段の
一つであると考えている。（次々ページ参照）

 国際化に当たっては、来日する外国人教員・学生の生活環境の整備は不可
欠である。住居探し、区役所・銀行手続き、子の修学、日本語教育等の支
援のほか病院への付き添いなどを、大学の中でワンストップとする取組が
行われているが、さらなる定着を図るには、行政や病院等での各種書類の
二言語化や英語が話せるスタッフの常駐など、社会全体によるサポート体
制を充実させる必要がある。



論点③ 教育の国際化の促進について② 7

 外国人材の受入れや日本人の海外派遣等の国際化への努力には膨大な人
的・物的リソースとノウハウを必要する。今後さらに大胆に国際化を進展
させるためには、財源の多様化なども含めた対応が課題となる。

 大学教育の国際化において、ＳＧＵ（スーパーグローバル大学創成支援事
業）などの事業の果たしてきた役割は大きく、優秀な留学生の獲得に着実
な成果を挙げてきた。ポストコロナ時代のより高度化した国際化には、
SGUなどの事業により、日本の大学の魅力とブランドをリセットするこ
となく継続して磨いていく取組が必要である。

 留学生に対し日本語教育を含めた丁寧な教育には継続した投資が必要であ
る。インバウンドの価値化を進めるなど、大学個々の努力を自律的かつ持
続可能な形で大学経営に組み込む視点も必要であろう。諸外国の給与水準
の伸びが日本のそれに対し高い水準で推移していることも考慮すると、一
層の国際化のためには、世界との相対的な関係性の中で実態に即した取組
や環境の整備を検討していく視点も重要である。



論点③ 教育の国際化の促進について（東北大学の例） 8

国際共同大学院プログラム
 本学の卓越した研究成果を活かした先端的教育プログラム
 2015年開始、スピントロニクスをはじめとする10のプログラムを設置
 20以上の海外有力大学とJointly Supervised Degree（JSD）等に関す
る覚書締結

 海外有力大学との強い連携のもと共同教育・共同指導を実践
 研究留学が必須（6ヶ月以上）

学生

本学教員 海外有力
大学教員

共同教育
共同指導

共同教育
共同指導

共同研究

高い研究成果（コロナ前の2019年度のデータ）
 参加学生1人あたりの発表論文数1報
 ほぼ半数が国際共著

2015年 2019年
プログラム学生数 7名 164名
海外大学等への派遣学生数 0名 120名
論文発表数 3報 157報
国際共著論文数 0報 72報
学会発表数 6回 476回
日本学術振興会特別研究員数 0名 24名
研究成果の受賞数 0回 51回
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大胆な国際化が切り拓く日本の未来 （1） 2

⚫ 国際社会の安定な発展は、日本の未来にとって必要不可欠であることは論をまた

ない。インバウンド･アウトバウンドの留学によるグローバルな人的ネットワーク

の形成は、日本の未来にとっても、国際的貢献としてもその基盤をなす。多くの

視点がある中で、ここではまず研究大学に関して述べる。

⚫ インバウンド：世界の人材獲得のフロントの一つは研究大学である。日本の研究

大学は自らの魅力を一層発信し、世界から優秀な留学生を獲得して、キャンパス

そのものを魅力ある国際的環境*としていく必要がある。これは留学生、国内学生

が共に国際的環境で切磋琢磨する機会を提供する意味でも、国内学生が海外留学

を指向するきっかけとしても重要であり、世界との人的ネットワーク構築に大き

く寄与すると考える。（*キャンパス整備を含む）

⚫ 一方、提供された資料にあるように、日本の研究大学における学部の留学生比率

は低く、多くは2％前後にとどまっている。KPIとしてこの割合をとり上げること

は意味があろう。大胆な国際化のためには、制度改革など政府からの徹底した後

押しが不可欠であることを第4回の会議で述べた。



大胆な国際化が切り拓く日本の未来（2） 3

⚫ アウトバウンド：国のグランドデザインに基づく支援が不可欠である点は、イン

バウンド以上に重要であることを強調しておきたい。特にコロナ禍の影響で、留

学に興味を持つ学生が減少傾向にあり、興味を示す学生も経済的な事情で断念す

る傾向にある。円安はこれに拍車をかけている。

⚫ 学部生に関しては、オンライン留学から中長期留学と多様なメニューを用意する

ことが、多くの学生に留学経験を提供することとなろう。本学でもJASSOの支援

も組み合わせ機会を用意している。しかし、単位取得留学者の割合は約15％であ

り、費用がネックとなっている。また、博士課程では研究力の高い分野で共同研

究留学（授業料なし）を必須とするプログラムを構築し、年250人(10%)を支援

している。これもまた、維持発展には財源が常に必要となる。（次ページ参照）

⚫ 以上、今後の大胆な国際化には、分野の多様性や大学の属性のほか留学期間やオ

ンライン等の形態を踏まえた目標設定が求められるが、学部生の50％、博士では

100％に近い比率がアウトバウンドの目標となるのではないか。併せて支援増と

アウトバウンドとインバウンドの支援バランスも議論の対象とすべきであろう。



日本人学生の海外派遣について（東北大学の実例） 4

学部生の海外派遣
⚫ 独自財源とJASSOの支援（1：1）により、単位取得を伴う日本人留学生
数は6年で2.3倍増加。但し年間5%の学生に留まる

⚫ 一度は海外経験することが望ましいが、さらなる拡大のためには、費用負
担軽減を中心に国としての戦略が不可欠（円安で益々ハードルが上昇）

大学院生の海外派遣
⚫研究力の強みを活かし、10分野で国際共同大学院プログラムを設定し、

6ヶ月の海外研究留学を義務づけ。現在250人の博士学生に対し、生活費、
留学時の渡航・滞在費を支援

⚫ 参加学生1人あたりの発表論文数1報、国際共著がほぼ半数と、研究成果
は高い（コロナ前の2019年度のデータ）

⚫ 研究留学拡大の課題は費用。大学ファンドにより、政府が博士学生を支援
の拡充を決定したことは、研究力向上と国際頭脳循環の促進にとって朗報
※研究費等により博士学生の学費・生活費を賄うことは米国の研究大学のスタンダード

➢ コロナ禍で海外派遣の障壁は上がったものの、オンライン留学、短期・中
長期留学など組み合わせて複数回留学する学生も増加。

➢ 一方で課題は「費用」。特に高度人材としての院生の研究留学拡大は必須



先進的で魅力的なキャンパスの整備 5

【優秀な留学生の受入れ拡大に向けて】

・国際的な研究力・競争力の強化とともに、世界中の優秀な

学生を惹きつけられる、先進的な教育研究環境を備えた

魅力的なキャンパスの整備が不可欠。

・スタートアップ支援やグリーン戦略の実現とともに、

新たなイノベーション創出の舞台となる

戦略的・魅力的なキャンパス・施設づくりが求められる。

・国が進めるイノベーション・コモンズの先取りも有効。

・なお多くの研究大学を擁する国立大学では施設の老朽化が深刻化

（イノベーション・コモンズの事例）

・UCサンディエゴ校では、研究スペースの分散

化や経年による機能低下を解消するため、

2022年に「Franklin Antonio Hall」を整備。

・Digital Future（テクノロジーが人々の健康と

幸福を支援）をビジョンに、イノベーション

エコシステムの構築と多様な分野における民間企業とのコラボレーションの舞台となる設計。

シンガポール国立大学（QS:11位）
（ Start Up Singapore Life ホームページより）

MIT（QS:1位）メディアラボ
（Architype Review Inc.のホームページより）

UCSD Franklin Antonio Hall
（Perkins＆Willのホームページより）

UCSD Franklin Antonio Hall
（UniversityofCaliforniaのホームページより）

（老朽化率約34％）



大胆な国際化が切り拓く日本の未来 6

⚫ 優秀な外国人留学生の獲得は、国内学生にとってもグ

ローバルな環境での教育機会の確保、世界とのネット

ワーク構築に大きく寄与。世界と共存し発展ある未来

を作り上げる上で不可欠

⚫ 国際的に人材獲得競争が熾烈になっている中で、我が

国の研究大学は、優秀な外国人材を惹きつけるポテン

シャルがある。従来の学生定員の概念にとらわれない

大胆な策を講じることが必要

⚫ 特に、我が国の研究力を大きく支える国立大学では、

教育の正当な対価として外国人留学生授業料を別途設

定出来るようにすべき

⚫ 加えて、優秀な人材が世界から集い活躍できる就職・

起業環境や雇用慣行の構築が重要

教育未来創造会議
（第4回）提出資料



世界と日本 ～留学生比率と学費～ 7

日・米・英の学部留学生比率の比較
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※出所：各大学ウェブサイト
（2021年または2022年の学費）
※JPY/GBP = 160, JPY/USD = 
140で換算。イギリスの大学では
国内外で区別、アメリカの大学で
は州内外で区別
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※出所：本会議参考データ集および
各大学ウェブサイト（2021年または
2022年の学生数）
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教育未来創造会議
（第4回）提出資料



外国人留学生が就職時に直面する課題
（東北大学の実例）

8

高度外国人材として就職する場合に切り替える「技術・人文知識・
国際業務」ビザは、専門性が問われるために柔軟な進路選択が
できない場合も生じている。

⚫ベンチャー企業から内定をもらったが、当該企業における高度外国人材の必要性へ

の評価や、本人の専門性との関係への評価から、ビザの切り替えが不許可となり、

帰国（博士前期・理系）

⚫在学中からアルバイトをしていた外食産業に正社員としての就職を希望し、内定を

もらったが、職務内容と本人の専門が合致せず、ビザ切り替えが不許可（博士前

期・理系）

日本固有の雇用慣行等への理解、適応が難しい。

⚫エンジニアとして働くことを希望し、第一希望のメーカーに就職した。日本企業の

ジョブローテーションより本社での管理業務部門に配属されたが、職務内容に慣れ

ることができず、1年ほどで転職を決意（博士前期・理系）

教育未来創造会議
（第4回）提出資料



           

DIC 虎山邦子 

 

DIC は比較的規模の大きい会社であるため外国人社員対象の施策等は充実している方では

ないかと考えます。一方、中小企業など日本を支える雇用主にとっては、外国人をわざわざ

雇わなくても対応できている現状ではなかなか積極的に採用しようとは思わないことがデ

ータからも読み取れます。外国人人材を採用するメリットが感じられていないところが課

題だと思います。実際のところ外国人社員を抱える難しさも当然あり、採用の手間、配属先

の手間、そして回転率の高さなど、コストや時間をかけながらサポート体制を整えていく必

要があり外国人社員にも納得感のある制度の運用などハードルは高いのが現状です。一方

で外国人社員がいるからこその気づきなどもあり、ダイバーシティの面では貴重な人材だ

と考えています。従業員の多様性を中小企業にも推進していく必要はあると考えます。 

 

 

１． 企業における外国人の採用 

  

教育未来創造会議ワーキング・グループ(第 6 回)の資料 3 の参考データによると、外

国人の採用は改善の余地があることは認識します。一企業の例にはなりますが、DIC 株式

会社は世界 60 か国で事業を展開していることから、現地との懸け橋となってもらうことな

どを考え、外国人採用は留学生中心に昔から（２０年以上前）から実施しております。雇用

体系も部署からの要望に応じて待遇等が合わなければ嘱託等雇用形態に柔軟性を持たせる

などの工夫を行っています。求人票などに外国人採用を積極的に行う旨を発信したり外国

人とのネットワークに強みを持つ人材会社との契約を締結し、紹介をいただくようにお願

いしたりしています。 

 ただし、採用後の定着率には課題があり、キャリアの見える化や責任の与え方など

についてはさらなる工夫が必要だと考えています。     

          

       

２．外国人社員が活躍するための施策     

  

一企業の例にはなりますが、外国人社員の職場環境に関しては DIC では以下のことを

サポートしております。 

・ 外国人社員相談窓口の設置（部署でのコミュニケーション、キャリア、人事制度等につ

いての相談） 

・ 外国人社員ネットワーク会議の開催（外国人社員同士の横のつながりを強固にすること

を目的に、悩みや不安を共有する場として半期に一度開催） 

s-kaga
テキストボックス
虎山構成員提出資料



・ 新入外国人社員の受け入れ研修（新入外国人社員が配属される部署・事業所総務に対し、

異文化理解研修やマインドセット研修を実施）     

 コスト面の課題はありますが、ダイバーシティの一環としては貴重な社員ですの

で、日本人社員にインクルージョンされるような更なる工夫を考える必要があると思っ

ています。国民性などもありインクルージョンについては日本人サイドの課題としては

非常に難しい問題です。 

          

           

3．高度な専門的知識や技能を身に付けた大学や専門学校卒の留学生の在留資格のサポート

          

 外国人社員に日本で就労してもらうために DIC では現在、以下の 3 点をサポ―ト

しております。 

・在留資格の申請書作成サポート 

・申請時に発生する費用補助（申請手数料・交通費・申請用写真代） 

・申請・受領を行う日については、勤務免除扱い 

          

          

4．日本語能力について        

    

 日本人の職場で働いてもらうためには一定の日本語での会話が必要になることも

あり、DIC では入社後に、学習支援として、以下の制度を設けております。 

・ 日本語能力試験の受験支援 

➢ ⇒受験料・交通費の負担（但し、2 回目以降の受験については条件あり）、受験日

については勤務扱い（休日の場合は振替休日を適用） 

・ 日本語学習プログラム（日本語個人レッスンの受講費用を条件付きで半額補助）  

          

          

 ただし、そもそも外国人社員に日本人化してほしいのか、という議論は社内で発生

しており、日本語の勉強をしてもらうことにも課題があると考えています。一方で日本人社

員の英語力の課題もあり、コミュニケーションが図れない状況に耐えられずやめていく社

員もおり根が深い問題だと考えています。      

          

   

5.  多様な考え方や高度な知識を身に付けるための日本人学生の留学促進  

  

DIC では海外で勉強している日本人留学生の就職の可能性を広げるべく、選考の



全工程をオンラインで完結できるようにしています。場合によっては、一括採用時期でない

ときの入社も認めております。       

 こちらのグループも比較的離職率が高いのが課題です。 



高度人材と在留資格「高度専門職」

日本が受け入れを促進する高度人材とは

内閣官房高度人材受入推進会議（2009）『外国高度人材
受入政策の本格的展開を（報告書）』より抜粋

 本報告書は、20～30年先までをも展望した、高度人材
政策についての基本的な方向性や戦略を提言するもの
である。(p.1)

 外国人材の受入れは、単なる現状及び将来的な労働力
不足という観点からとらえるのではなく、日本の製品
やサービスの付加価値を高め、経済成長や雇用創出に
必要不可欠な人材を受け入れるという社会全体の意識
改革が必要である。(p.3)

 我が国が積極的に受け入れるべき高度人材とは、「国
内の資本・労働とは補完関係にあり、代替することが
出来ない良質な人材」であり、「我が国の産業にイノ
ベーションをもたらすとともに、日本人との切磋琢磨
を通じて専門的・技術的な労働市場の発展を促し、我
が国労働市場の効率性を高めることが期待される人
材」と定義づけることができる(p.4)

早稲田大学 村上由紀子
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認定要件
の緩和

高度人材ポイント制の認定件数（累計）の推移

資料出所：出入国在留管理庁の統計より作成。
https://www.moj.go.jp/isa/content/930003821.pdf

注）高度学術研究活動、高度専門・技術活動、高度経営・管理
活動の合計

31,451
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高度人材と在留資格「高度専門職」（つづき）
高度外国人材認定に関するKPIの引き上げ

未来投資戦略2017 2017(H29)年6月 2020年末までに10,000人、2022年末までに20,000人の高度外国人材の認
定を目指す

成長戦略フォローアップ 2021(R3)年6月 2022年末までに40,000人の高度外国人材の認定を目指す

高度人材ポイント制の見直し
実施日 内容
2012(H24)年5月 高度人材ポイント制の導入（最低年収は340万円）
2015(H27)年4月 在留資格「高度専門職」の創設（最低年収は300万円）
2017(H29)年4月 永住許可申請に要する在留期間の短縮（70点以上：5年から3年へ、80点以上：5年から１年へ）

加算措置の追加（7項目）
2019(H31)年3月 特別加算「法務大臣が告示で定める大学を卒業した者」の対象大学を13校から100校以上に拡充

 高度専門・技術分野で、高度人材認定基準70点以上獲得可能な例

• 20歳代で、職歴5年、偏差値55未満の国立大学で

学士号を取得し、日本語能力試験N１を取得した

年収300万円の外国人

*25-29歳の平均年収（短時間労働者を除く）は約

397万円（令和3年賃金構造基本統計調査）

内訳 職歴 10点
年齢 15点
学歴（大卒） 10点
本邦の高等教育機関において学位を取得 10点
日本語能力試験N1取得者 15点
法務大臣が告示で定める大学を卒業した者 10点
合計 70点



   

卒業後の留学生等の活躍及び教育の国際化の促進について 

 

令和４年１１月１６日 

広島県知事 湯﨑英彦 

 

１ 卒業後の留学生等の活躍について 

【外国人留学生の高度専門人材としての定着】 

○ 人口減少に伴う国内市場の縮小や人材不足により，企業においては海外展開や海外展

開に対応したグローバル人材の確保が課題となっている。 

  広島県では，県内企業の海外展開等を後押しするため，高度産業人材としてのグロー

バル人材の育成と，県内企業への就職を進めることを目的に，産学官が連携して「広島

県ものづくりグローバル人財育成協議会」を設立し，アジアをはじめとする各国から優

秀な理工系留学生を受け入れ，ものづくり企業のノウハウを活かしたカリキュラムによ

る人材育成を実施している。 

 

〇 具体的には，広島大学が各国大学の優秀な留学生を掘り起こし，広島大学大学院の修

士課程に２年間受け入れを行い，日本型ものづくり及び日本型企業経営を理解するた

めの教育プログラムを実施している。 

また，県と会員企業が半分ずつ費用を負担し，月１０万円の奨学金を支給するととも

に，会員企業へのインターンシップを実施し，県内企業の高度外国人材採用を促進して

いる。 

 

２ 教育の国際化の促進 

【初等中等教育段階からの国際感覚の育成】 

○ 教育の国際化の促進には，初等中等教育段階からの国際感覚の育成が重要である。 

  長期交換留学の促進，姉妹校提携や国際交流プログラムの推進により，日本の若者の

国際感覚や留学意識の向上を図る必要がある。 

   

〇 本県の取組として，特別支援学校も含めた全ての県立学校で海外の学校との姉妹校提

携などにより，平成 22 年と比較し平成 30 年には高校段階での留学経験者数が８倍近

く増加した。 

さらに，平成 31 年４月には，グローバルな場でも活躍できるリーダーの育成を目指

し，広島叡智学園中学校・高等学校を開校した。 

当校は，生徒全員が一貫した国際バカロレアの教育プログラムを履修する全国初とな

る公立学校であり，高等学校では生徒の３分の１が海外からの留学生等である。 

また，ほぼ全ての授業を原則英語で実施し，３年間の教育でＩＢ資格と日本の高等学

校卒業資格を取得できる。 
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【高等教育における取組】 

〇 また，高等教育に係る取組として，令和３年４月に叡啓大学を設置した。 

 

〇 叡啓大学では，文理横断のリベラルアーツやデジタルリテラシー，語学など，複雑・

多様化する課題の解決に必要な知識やスキルを学び，企業等実社会の多様な主体と連

携した課題解決演習において実践・応用し，トライ・アンド・エラーを繰り返しながら，

実体験として修得する「新たな教育モデル」の構築に取り組んでいる。 

 

〇 国際化の取組としては，入学定員 100人のうち 20人を留学生とし，交換留学生を含

め４人に１人が留学生となる多様な価値観が集うキャンパスを実現し，日英２か国語

による授業や国際学生寮における共同生活を通じて，留学生と日本人学生が切磋琢磨

する中で，コミュニケーション能力だけではなく，多文化を理解し，多様性を尊重する

力の向上を図っている。 

 

【国際化を目指す目的・意義の整理】 

〇 以上のとおり本県の初等中等教育・高等教育における取組を紹介したが，これらは「主

体的に学び，他者との協働のもと課題の解決を図り，新たな価値を創り出すことのでき

る人材の育成」を目的とし実施しているものである。 

 

〇 一方で今回の論点である国内大学等の国際化については，目的や意義が不明確である

と思われるため，改めて整理する必要があるのではないか。 

 「大学の研究力の向上」，「学生の国際感覚を含めた能力開発」等，様々な目的が考え

られるが，打ち手となる施策の方向性を明らかにするためにも，目的を明確化すること

は重要だと考える。 
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